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In recent years, with the rapid deterioration of existing civil engineering structures, 
research and development of concrete materials having high durability and long 
life has emerged as a crucial concern. For the above reasons, technologies capable 
of producing ultra-high-strength concrete have been developed. Consequently, 
secondary products using such ultra-high-strength polyvinyl alcohol fiber-
reinforced concrete (hereinafter, referred to as PVA-UFC) are now in practical use. 
In this study, RC beams consisting of PVA-UFC and ultra-high-strength 
reinforcing bars with or without joints as parameters were prepared and fatigue 
loading tests were conducted to calculate the fatigue load capacity. These tests were 
simulated using the finite element method based on continuum damage mechanics. 
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1. はじめに 

 
昨今，高度経済成長期にかけて集中的に整備された我

が国の社会基盤施設の多くが老朽化し，深刻な社会問題

となっている．今後益々，社会インフラの維持管理・更

新に係る費用の増大が懸念されることから，高耐久性・

高寿命のコンクリート材料の開発が望まれている．この

ような背景の下，2004年には「超高強度繊維補強コンク

リートの設計・施工指針（案）1)（以下，UFC指針）」が

発刊され，以降，超高強度繊維補強コンクリート（以下，

UFC）を用いた構造物や二次製品が多く見られるように

なった 2) ,3), 4)．一方で，UFC 指針によると，従来の UFC
は通常コンクリートと比較した場合の養生工程が非常に

長く，製造コストが高いことに加え，主に鋼繊維を配合

していることから，ひび割れが生じた場合，ひび割れ面

に架橋している鋼繊維の腐食により，荷重伝達機能の低

下や，景観上の問題が生じることが指摘されている． 
そこで，共著者の野澤らの研究グループは，PVA繊維

を配合した超高強度合成繊維補強コンクリート（以下，

PVA-UFC）を開発し 5)，道路橋への利用に向けた種々の

研究を行ってきた 6) ,7), 8)．PVA-UFC は，極めて高い圧縮

強度，引張強度，せん断強度を発現することが確認され

ており 5)，PVA 繊維を配合していることから，鋼繊維を

配合している従来のUFCのように，ひび割れ面を架橋す

る補強材の腐食を心配する必要もない． 
PVA-UFCを道路橋に適用するには，走行車両の荷重に

よる疲労損傷の可能性についても調査し，部材の疲労耐

荷性を明らかにすることが必要になるが，過去の研究で

は，鋼繊維配合のUFCを用いた部材の疲労耐久性に関す

る報告が複数ある一方で 9) ,10),11)，PVA-UFC に関しては， 
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RC 床版を対象とした輪荷重走行試験が数回行われただ

けであり 7)， RC 梁部材を対象とした疲労耐荷性の検討

は行われておらず，知見不足は否めない．また， PVA-
UFCを用いたRC梁の，品質や施工性に優れたプレキャ

スト部材としての利用を見据えると，構造的な弱点とな

りうる部材接合部が疲労耐荷性に与える影響を検討する

必要があると考えられる． 
そこで，本研究では PVA-UFC を用いた RC 梁の疲労

耐荷性を明らかにすることを目的とし，基礎的な検討と

して，施工性に優れた重ね継手による接合部の有無をパ

ラメータとする，2 種類の供試体を用いて疲労耐荷性確

認試験を実施し，接合部が疲労耐荷性に及ぼす影響を検

討した．さらに，既往の研究においては，普通コンクリ

ートを用いた床版の疲労損傷に関するシミュレーション

は行われている一方で 12)，超高強度コンクリートを使用

しかつ，重ね継手による接合部を有する RC 梁の，高サ

イクル疲労損傷下における解析的検討を行った事例は見

られないことから，疲労損傷が RC 梁の耐力に与える影

響を定量的に評価可能な解析手法を提示するため，重ね

継手部及び部材接合部に着目した疲労損傷モデルを汎用

有限要素解析ソフトに導入し，本研究中で行った疲労試

験の再現解析を試みた． 
 

2. PVA-UFCの特徴 

 

表－1 に PVA-UFC の材料特性，表－2 に PVA-UFC の

標準配合を示す．また，本試験では PVA-UFC の圧縮強

度試験のみ実施したため，その結果を表－3 に示す．本

研究で使用した PVA-UFC は，低熱ポルトランドセメン

トをベースとし，シリカヒュームが添加された結合材を

使用している．骨材には，最大粒径 2mm以下の珪砂を使

用し，粗骨材は使用していない．また，ポリカルボン酸

系の高性能減水剤を使用することで，水結合比を 15%と

した．さらに，補強繊維として親水性の高いポリビニル

アルコール系の PVA繊維（引張強度 1.2×103 MPa、繊維

長 12mm）を 1.7vol%添加している．これらの材料を十分

表－1 PVA-UFC 材料特性 表－2 PVA-UFC 標準配合 

 
 

 
 

表－3 PVA-UFC圧縮強度試験結果 

 
 

 
図－1 供試体概略図および重ね継手部詳細図 

 

項目 単位 特性値

密度 g/cm3 2.45

圧縮強度 N/mm2 150

曲げ強度 N/mm2 20

引張強度 N/mm2 7.0

ひび割れ発生強度 N/mm2 6.8

ヤング率 N/mm2 46,000

ポアソン比 ― 0.2
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表－4 USD590B 機械的性質 

 
 

 
図－2 供試体設置図 
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表－5 試験条件詳細 
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1(Hz)

荷重制御

正弦波

最大値 135(kN)
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載荷速度

制御方法

波形
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練り混ぜた後に，打設後 24時間以上は期中養生し，その

後，90℃で 8時間の蒸気養生を行った，（目地部は試験日

まで気中養生としている．）以上の材料・製造方法とする

ことで，本試験で使用した PVA-UFC は UFC 指針 1)の適

用範囲にあたる圧縮強度 150 N/mm2という超高強度を発

揮する． 
 

3. 疲労耐荷性確認試験 

 

3.1. 試験概要 

(1) 供試体について 

供試体概略図および重ね継手部詳細図を図－1 に示す．

本研究では，PVA-UFCを用いて製作された接合部が無い

（一体打ちの）供試体と，スパン中央部に重ね継手によ

る接合部を有する供試体の 2 体を用いて試験を行った．

供試体は，幅 200mm，高さ 440mm の矩形断面，スパン

を 3,000mm としており，PVA-UFC の高い圧縮強度に釣

り合いを持たせるため，引張側主鉄筋にはD22のネジ節

を有する超高強度鉄筋 USD590B（降伏強度 590 N/mm2）

を用いている．表－4 に USD590B の機械的性質を示す．

なお，圧縮側主鉄筋，重ね継手部の横方向補強鉄筋，せ

ん断補強筋にはそれぞれD19，D13，D10 の SD345 鉄筋

（降伏強度 345 N/mm2）を用いた．重ね継手長の設定に

あたっては，道路橋示方書 13)記載の重ね継手長算出式を

用いている．式(1)にその計算式を示す． 

𝑙𝑙𝑎𝑎 =
𝜎𝜎𝑠𝑠𝑠𝑠

4𝜏𝜏0𝑎𝑎
∙ 𝜙𝜙 (1) 

ここで，𝑙𝑙𝑎𝑎は付着応力度より算出する重ね継手長（mm），

𝜎𝜎𝑠𝑠𝑠𝑠は鉄筋の引張応力度の基本値（N/mm2），𝜏𝜏0𝑎𝑎はコンク

リートの付着応力度の基本値（N/mm2），𝜙𝜙は鉄筋の直径

である．共著者の野澤らは，過去に実施した「鉄筋とコ

ンクリートとの付着強度試験 14)」（JSCE-G 503-2013）」か

ら，PVA-UFC の許容付着応力度として 10.7(N/mm2)を求

めており，本試験では短期荷重下として 1.5 倍にした値

を付着応力度𝜏𝜏0𝑎𝑎として式(1)に入力した．また，鉄筋の引

張応力度𝜎𝜎𝑠𝑠𝑠𝑠 は，引張側主鉄筋の降伏値である

590(N/mm2)を式(1)に与え，これらの値から重ね継手長を

求めると 202mmとなる．道路橋示方書 13)には，𝑙𝑙𝑎𝑎は式(1)
を満たしかつ，鉄筋の直径の 20倍以上重ね合わせた長さ

とするとの記載があるため，今回の条件では 440mm 以

上継手を設ける必要があるが，本試験では PVA-UFC の

付着応力度を期待し，計算結果に安全率を設けた上で，

𝑙𝑙𝑎𝑎を 250mmとして重ね継手長を設定している． 
 

(2) 試験方法及び計測項目について 

本試験は，4 点曲げによる 200 万回の繰り返し載荷試

験と，静的 4 点曲げ試験の 2 段階に分かれており，繰り

返し載荷試験では，供試体設計時の断面算定より，主鉄

筋に作用する応力度が永続作用時の制限値である 165 
N/mm2から，変動荷重作用時の制限値である 300 N/mm2

になる荷重範囲で，最小で 75kN，最大で 135kN になる

ような正弦波形荷重を載荷速度一定（1Hz）で与えた．載

荷は治具を用いて 2 点載荷で行い，支持条件は単純支持

とした．図－2に供試体設置状況，表－5に試験条件を示

す．計測項目は，図－1 中に示す位置における鉄筋ひず

み，圧縮側コンクリートひずみ，供試体底面変位，支点

反力，接合部界面における目開き量（接合部有の供試体

のみ）としている． 
 

3.2. 繰り返し載荷試験結果 

(1) たわみ量の推移に関する考察 

図－3 に，供試体スパン中央たわみと載荷回数の関係

を示す．載荷 200 万回目での平均荷重時におけるたわみ

は，接合部無の供試体で，3.46mmである一方，接合部有

の供試体で 4.65mm と大きな値を示したが，スパンが

3000mm であることを考慮すると，接合部の有無による

大きなたわみの差は認められず，また，両供試体共に載

荷 50万回以降，変位の伸びがほとんどみられないという

共通の応答を示した．さらに，200 万回の繰り返し載荷

中に，供試体は破壊に至らず，たわみの急激な増加も確

認されなかったため．本試験における荷重範囲では，両

供試体の高い疲労耐荷性が確認された． 

 

 

 

 
図－3 スパン中央たわみ-載荷回数関係 図－4 引張側主鉄筋ひずみ-載荷回数関係 

-5

-4.5

-4

-3.5

-3

-2.5

-2

-1.5

-1

-0.5

0

0 500000 1000000 1500000 2000000

変
位

(m
m

)

載荷回数

接合部無（平均荷重時）

接合部有（平均荷重時）

-3.46

-4.65
0

200

400

600

800

1000

1200

0 500000 1000000 1500000 2000000

ひ
ず

み
(μ
)

載荷回数

m-b-3-1:接合部無（平均荷重時）
m-b-3-1:接合部有（平均荷重時）
m-b-3-2:接合部無（平均荷重時）
m-b-3-2:接合部有（平均荷重時）

-621-



 
 

(2) 鉄筋ひずみの推移に関する考察 

図－4 に引張側主鉄筋中央のひずみと載荷回数の関係

を示す．接合部の有無に着目し，両供試体の結果を比較

すると，接合部を有する供試体のひずみは，引張側主鉄

筋の重ね継手部（m-b-3-1）において，載荷 10 万回目以

降，減少に転じていることが確認できる．これは，本供

試体の重ね継手部においては，継手近傍に微細なひび割

れが生じ，重ね継手部での荷重伝達機能が低下した可能

性を示唆するものと考えられ，継手手法の改善が必要で

あることが認められた．今後，より長い重ね継手長の採

用や，継手部での付着力向上が見込まれる材料配合を用

いた場合の検討が必要であると考えられる． 
 

(3) ひび割れ分布について 

繰り返し載荷試験終了後に各供試体に生じた梁表面の

ひび割れの分布を，図－5，図－6にそれぞれ示す．接合

部の無い一体打ちの供試体では，試験開始時に正弦波形

荷重の平均荷重まで静的に載荷した際に初期ひび割れが

生じて以降，新規のひび割れの発生は見られず，10万回

載荷までに既存のひび割れの成長のみが確認された．ま

た，発生したひび割れの幅は最大で 0.10mm 程度以下で

あり，梁の耐久性に影響を及ぼすほどのひび割れの進展

は見られなかった．一方で，接合部を有する供試体には，

図－6 に示すように，接合部と母材の界面付近に，梁の

断面を貫通するほどのひび割れの発生が確認されたこと

から，接合部と母材コンクリートの界面の施工に改善が

必要であることが認められた． 

3.3. 静的載荷試験結果 

(1) 疲労試験後の残存耐荷力に関する考察 

静的載荷試験で得られた荷重-変位関係を図－7に示す．

接合部が無い一体打ちの供試体は，繰り返し載荷試験の

最大荷重を大きく上回る約325kNでスパン中央位置の引

張側主鉄筋が降伏した後も耐荷力を失わず，試験機の載

荷能力の限界（約 90mm の変位）後も PVA-UFC の圧壊

は生じなかったことから，この時点で試験を終了した． 
この結果より，PVA-UFC と超高強度鉄筋（USD590B）を
組み合わせた RC 梁が，高い疲労耐荷性及び靭性を有す

ることが明らかとなった． 
一方で，スパン中央部に重ね継手による接合部を有す

る供試体は，引張側主鉄筋の塑性荷重に至る前に，約

200kN 付近で，重ね継手部近傍と接合部界面付近を中心

に脆性的な破壊が生じた．図－8 に引張側主鉄筋の重ね

継手部で計測した，荷重と鉄筋ひずみの関係を示す．図

より，供試体破壊時に重ね継手部の引張側主鉄筋に生じ

ていたひずみを求めると，m-b-3-1 で約 948μ，m-b-3-2 で

約 885μとなり，これらの値にUSD590B の弾性係数を乗

じて主鉄筋に作用していた引張応力度を求めると，それ

ぞれ，約 190N/mm2，約 177N/mm2となる．従って，本試

験においては重ね継手長の設計時に想定していた引張応

力度（590 N/mm2）以下で破壊が生じたこととなり，疲労

による付着機能の低下が示唆される結果となった．また，

本試験結果から，今回のような超高強度材料を用いた場

合や，高サイクル疲労を想定する場合には，安全で合理

的な重ね継手長さを設計するため，式(1)には適切な補正

 

 
写真－1  

接合部無し供試体の破壊性状 

(供試体側面を撮影) 

 

 
 

写真－2  
接合部有り供試体の破壊性状 

（供試体底面を撮影） 

 
図－5 接合部無し供試体ひび割れ分布 

 

 
図－6  接合部有り供試体ひび割れ分布 

 

  
図－7 荷重-変位関係 

 
図－8 荷重-引張側主鉄筋ひずみ関係 
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係数や，最低継手長さ等を設ける必要性があることが示

唆される結果となった． 
 

(2) 破壊性状に関して 

静的載荷試験終了後の接合部の無い供試体，接合部を

有する供試体の破壊性状を写真－1（供試体側面を撮影），

写真－2（供試体底面を撮影）にそれぞれ示す．一体打ち

の供試体は，載荷にともなって繰り返し載荷試験中に生

じたひび割れが大幅に成長し，供試体全体が大きく曲げ

変形したが，試験終了まで圧縮側でのコンクリートの圧

壊は生じず，耐荷力を失わなかった．一方，接合部を有

する供試体は，接合部界面付近に，梁断面を貫通するほ

どの大きなひび割れが生じ，脆性的な破壊に至った．本

試験では，写真－2に示すような，側面・表面割裂による

付着割裂破壊が確認された． 
 

4. 疲労耐荷性確認試験の再現解析 

 

前章までで述べたように，PVA-UFC と超高強度鉄筋

USD590B を組み合わせたRC 梁は，一体打ちの場合，高

い疲労耐荷性を有することが試験により明らかとなり，

今後の道路橋等への利用に向けた有益な知見を得ること

ができた．一方で，重ね継手による接合部を有する場合

には，継手部での脆性的な付着割裂破壊が生じる結果と

なり，繰り返し載荷による耐荷力の著しい低下が確認さ

れた．そこで，本研究では繰り返し載荷による耐荷力の

低下を表現可能な損傷モデルを提案し，有限要素解析を

用いた再現解析を行った． 
 

4.1. 解析手法の概要 

(1) 本研究で用いた損傷モデル 

材料内部に生じる損傷を評価する場合，損傷進展式と

して，相当塑性ひずみ速度を，そのひずみ経路に沿って

積分した値，すなわち，累積塑性ひずみを変数とする式

を採用する場合が多い 15)．コンクリート部材を対象とし

た既往の研究としては，Peerlings らが考案した，コンク

リート材料の圧縮強度と引張強度の比をパラメータとし

て，Von Misesの降伏曲面を修正し，相当ひずみの関数と

して損傷度𝐷𝐷をスカラー量として評価する手法が知られ

ている 16)．本研究が対象とする PVA-UFC は，材料の疲

労特性や塑性変形時の損傷進展特性に関わる情報が十分

ではないことから，簡便なPeerlingsらが提案したスカラ

ー損傷変数を用いた手法を適用することにした． 
しかし，Peerlings らの研究では単調載荷による実験を

ベースとして損傷モデルの検証を行っており，本研究で

は高サイクルの繰り返し載荷下の疲労損傷度を評価する

必要があるため，彼らの手法をそのまま採用するには無

理がある．そこで，本研究では，移動硬化則を考慮した

線形 Drucker-Prager の降伏関数を用いて相当塑性ひずみ

を算出し，Peerlings らが用いた損傷進展式を，相当塑性

ひずみを変数とした形に修正することで，損傷度評価を

行うこととした．式(2)に線形Drucker-Pragerの降伏関数，

式(3)に増分形の相当塑性ひずみ𝑑𝑑𝜀𝜀𝑝𝑝�，式(4)に本研究で提

案した損傷進展式を示す． 

𝑓𝑓(𝐽𝐽2, 𝐼𝐼1) = �𝐽𝐽2 + Α𝐼𝐼1 − 𝑘𝑘 = 0 (2) 

𝑑𝑑𝜀𝜀𝑝𝑝� =
Α𝐼𝐼1 + �𝐽𝐽2

𝜎𝜎� �
𝑑𝑑𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑝𝑝𝑑𝑑𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑝𝑝

1
2 + 3Α2 

(3) 

𝐷𝐷 = 1 −
𝜅𝜅0

（𝜅𝜅0 + 𝜀𝜀𝑝𝑝� )
�(1 − 𝛼𝛼) + 𝛼𝛼𝑒𝑒−𝛽𝛽𝜀𝜀𝑝𝑝����� (4) 

ここで，𝐼𝐼1は応力の一次不変量，𝐽𝐽2は偏差応力の二次不

変量，Α, 𝑘𝑘は材料定数であり，𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑝𝑝
は塑性ひずみ増分テン

ソル，𝜅𝜅0は損傷進展開始時点の相当ひずみ，𝛼𝛼，𝛽𝛽は損傷

進展に関わる材料パラメータである．式(4)は図－9 のよ

うに，相当ひずみが𝜅𝜅0に達した時点から損傷が進展し，

相当塑性ひずみの増加に従って，仮定した損傷の臨界値

である𝐷𝐷𝑐𝑐に漸近する曲線を描く．なお，損傷進展パラメ

ータ𝛽𝛽は，損傷の進展割合を支配する値であり，𝛽𝛽が大き

くなるに従って図中に示すように，損傷の進行が変化す

る．本研究では，式(4)を用いて計算された損傷度𝐷𝐷を材

料の構成方程式に導入することで，損傷の進展による部

材の剛性低下を表現している．具体的には，損傷の非可

逆性を考慮し，(i)非損傷状態かつ載荷または除荷時は式

(5)，(ii)損傷状態かつ載荷時は式(6)，(iii)損傷状態かつ除

荷時は式(7)に示すように応力の更新を行った． 

 
 

 

図－9 損傷進展式の概形 
 

図－10 損傷度による引張強度の低減 

𝜅𝜅0 

𝛽𝛽2 > 𝛽𝛽1 𝛽𝛽 = 𝛽𝛽1 𝛽𝛽 = 𝛽𝛽2 
𝐷𝐷 

𝐷𝐷𝑐𝑐 

0 𝜀𝜀 ̅

𝑓𝑓′𝑡𝑡 = (1 − 𝐷𝐷) 𝑓𝑓𝑡𝑡 

𝐸𝐸𝑠𝑠 

𝐸𝐸 
0 𝜀𝜀 

𝑓𝑓𝑡𝑡 

𝑓𝑓 

𝑓𝑓′𝑡𝑡 

相当ひずみ ひずみ 

𝐸𝐸𝑠𝑠 
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(i) 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝐸𝐸𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑒𝑒 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑘𝑘𝑙𝑙 (5) 

(ii) 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖 = �(1 − 𝐷𝐷)𝐸𝐸𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑒𝑒 − 𝐸𝐸𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑝𝑝 �𝑑𝑑𝑑𝑑𝑘𝑘𝑘𝑘 (6) 

(iii) 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖 = �(1 − 𝐷𝐷)𝐸𝐸𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑒𝑒 �𝑑𝑑𝑑𝑑𝑘𝑘𝑘𝑘 (7) 

ここで，𝑑𝑑𝜎𝜎𝑖𝑖𝑖𝑖は応力増分テンソル，𝑑𝑑𝑑𝑑𝑘𝑘𝑘𝑘はひずみ増分テ

ンソル，𝐸𝐸𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑒𝑒 は弾性剛性テンソル，𝐸𝐸𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑝𝑝

は移動硬化則を

考慮した線形 Drucker-Prager の降伏関数を用いて導出し

た塑性剛性テンソルである． 
さらに，本研究では，200 万回の繰り返し載荷により

部材内部に生じた微細ひび割れが，重ね継手部及び部材

接合部界面の荷重伝達機能の低減，さらにはコンクリー

トの引張強度の低下に繋がったと仮定し，式(8)を用いて

該当要素の積分点毎に算出した損傷度𝐷𝐷に応じて引張強

度の低減を行うことで，耐荷力低下のモデル化を試みた．

式(8)中の𝑓𝑓𝑡𝑡は初期の引張強度，𝑓𝑓′𝑡𝑡は損傷後の引張強度で

ある．図－10に引張強度の低減と損傷度𝐷𝐷の関係を示す．  

𝑓𝑓′𝑡𝑡 = (1 − 𝐷𝐷)𝑓𝑓𝑡𝑡 (8) 

また，図－10に示すように，引張強度後は線形軟化則

に従うものとし，その軟化勾配𝐸𝐸𝑠𝑠は，要素の寸法依存性

を低減させるために，破壊エネルギーの等価性を仮定し

たBazantら17)が提案する式を用いて算出している．なお，

繰り返し載荷による損傷後の軟化勾配𝐸𝐸𝑠𝑠には不明な点が

多いため，本研究では損傷の前後で軟化勾配は同一であ

ると仮定して計算を行っている．式(9)にBazantらの式を，

式(10)に要素等価長さ𝑙𝑙の算出式 18)を示す．  

𝐸𝐸𝑠𝑠 = �
1
𝐸𝐸
−

2𝐺𝐺𝑓𝑓
𝑓𝑓𝑡𝑡
2𝑙𝑙
�
−1

 (9) 

𝑙𝑙 = 2(3𝑉𝑉)
1
3 �

1
4𝜋𝜋
�
1
3
 

(10) 

ここで，𝐺𝐺𝑓𝑓は破壊エネルギー，𝑉𝑉は要素の体積である．

破壊エネルギー𝐺𝐺𝑓𝑓に関しては，一般に繊維補強コンクリ

ートは配合繊維の架橋効果により，普通コンクリートよ

り大きな破壊エネルギーを発現することが知られている

ため，既往の研究 19)を参考に，普通コンクリートの汎用

値として用いられる 0.1(N/mm)の 10 倍である，1(N/mm)
を入力している． 
 
(2) 解析モデル及び材料定数について 

本解析が対象とする供試体は，重ね継手（継手長 
250mm）による接合部を有することから，重ね継手部及

び接合部と母材コンクリートの界面を適切に離散化し，

材料特性等を定義しなければならない．そこで，本研究

では「重ね継手部」と「部材接合部界面」を，主鉄筋や

母材コンクリート部とは異なる材料特性を有する要素と

して離散化し，モデル化を行った．具体的には図－11に

示すように，「重ね継手部」に関しては，引張側主鉄筋

のスパン中央部 250mmを重ね継手部とし，「部材接合部

界面」に関しては，接合部と母材の界面に当たる領域を，

母材コンクリート（PVA-UFC）とは異なる材料特性を与

え，薄い面としてモデル化した．なお，重ね継手部の忠

実なモデル化を行うと，要素分割が極めて煩雑になり，

計算コストの増大が懸念されることから，本研究では図

－11のように，実験において付着割裂破壊が確認された

引張側主鉄筋のみ「重ね継手部」を設け，要素数の削減

を試みた．本解析では，せん断補強筋，圧縮側主鉄筋及

び重ね継手部の横方向補強鉄筋を，1 積分点を有するト

ラス要素，他は全て，8 積分点を有する 1 次要素を用い

て離散化している．解析モデルの寸法は実験供試体と同

様にしているが，主鉄筋の折り曲げ，引張側主鉄筋のリ

ブや節の凹凸までは考慮していない． 
材料定数に関しては，今回の試験では PVA-UFC の圧

縮強度試験のみ行ったため，圧縮強度以外の他の材料定

数との整合性をとるため，コンクリート部にあたる要素

には表－1 記載の特性値を，鋼材に該当する要素には，

それぞれの強度に応じた材料特性を入力している．なお，

圧縮強度の実測値と特性値には 1 割程度の差があるもの

の，事前に実施した解析において，この差が結果に殆ど

影響を及ぼさないことを確認している．各材料毎の特筆

すべき点として，「部材接合部界面」要素に関しては，

コールドジョイント部であることから，母材引張強度に

対して 1 割程度の強度低下を仮定し，初期引張強度をコ

ンクリート（PVA-UFC）の 90%と設定して解析を行った． 
損傷パラメータを表－6 に示す．各材料における式(4)

中の損傷進展パラメータ𝛼𝛼，𝛽𝛽に関しては，PVA-UFC の

疲労特性に関する十分な知見が得られていないため，既

往の研究でPeelingsら 16)の手法を用いた sonodaら 20)が使

用した値を各材料に適用し，損傷開始時の相当ひずみ𝜅𝜅0
は，各材料の引張強度を弾性係数で除した値を入力して

いる．なお，「重ね継手部」における損傷の進展は，継

手部近傍のコンクリートの損傷に由来すると仮定するこ

とが合理的であると判断し，損傷度はコンクリート

（PVA-UFC）材料の相当塑性ひずみを用いて計算し，引

張強度は主鉄筋と同様の値を与えている．損傷度の上限

値𝐷𝐷𝑐𝑐の設定に際しては，Lemaitre らの既往の研究 15)にお

いて，構造材料が破断に至るまでの損傷変数の上限（破

断時）が，概ね 0.3 程度とされていることを踏まえ，本

研究では表－6 中に示すように，均質な材料における損

傷上限値の目安である 0.3 より大きい値として，各材料

に 0.4～0.5の値を与えて解析を試みた．  
本解析では，実際の試験において，補強筋の何れの計

測箇所においても，繰り返し載荷試験中の鉄筋の塑性化

が確認されなかったため，鉄筋要素に関しては，移動硬

化則を適用した Von Mises の降伏条件に基づく弾塑性体

としてモデル化し，塑性後は初期剛性の1/100で硬化し，

除荷剛性は初期剛性と等しいと仮定して解析を実施した． 
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(3) 解析フロー及び境界条件について 

本解析では実験同様に解析を 2 段階に分け，1 段階目

では繰り返し載荷試験の再現を，2 段階目では静的 4 点

曲げ載荷試験の再現を行った．ソルバーには汎用有限要

素解析ソフト MSC.Marc を使用している．1 段階目では

前述の損傷進展則を基に作成した材料構成則を，ユーザ

ーサブルーチン 21)として Marc に導入し，各積分点にお

ける損傷度の計算を行った．2 段階目では，引張軟化特

性を定義する他のユーザーサブルーチン 21)を用いて，図

－10 で示したように 1 段階目で計算した損傷度に応じ

て，積分点毎に引張強度の低減を行った．また，1段階目

の繰り返し載荷解析において，200 万回の繰り返し載荷

を解析上で忠実に再現することは，計算コストを考える

と，現実的ではないため，繰り返し載荷試験で得られた，

スパン中央たわみと載荷回数の関係（図－3）より，図－

12に示す段階的な強制変位を与え，簡易に 200万回の繰

り返し載荷試験の再現解析を行った．図－13に，本解析

のフローを示す． 
 

4.2. 接合部の無い供試体を対象とした妥当性確認解析 

(1) 疲労耐荷力について 

本研究ではまず，提案した力学モデルの妥当性を確認

するため，接合部の無い供試体を対象とした実験の再現

解析を行った．使用した解析モデルは，図－11に示した

接合部を有する解析モデルの「部材接合部界面」，「重ね

継手部」をそれぞれ，母材コンクリート，引張側主鉄筋

とし，継手部の横方向補強鉄筋を含む鋼材の配筋を，実

験供試体に合わせ変更したモデルである．従って，損傷

進展則はコンクリート部（PVA-UFC）にのみに適用して

解析を実施している．図－14 に，解析 2 段階目（静的 4
点曲げ載荷解析）において得られた荷重－変位関係を示

す．図－14中には損傷進展則を入れずに健全状態を想定

した解析結果も掲載しているが，疲労による損傷を考慮

した解析結果は実験結果と概ね合致しており，また，健

全状態を想定した FEM 解析と比較すると，耐力の低下

が再現されていることから，今回提案した力学モデルの

妥当性が確認されたといえる． 

 
図－11 重ね継手を有する供試体 

解析モデル（斜視図） 
 

表－6 損傷パラメータ 

 
 

 
図－12 強制変位条件 

 

 
図－13 解析フロー 
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4.3. 接合部を有する供試体を対象とした再現解析 

(1) 損傷度分布について 

前節において，提案した力学モデルの妥当性を確認し

たことから，本節では図－11に示した解析モデルを用い

て，重ね継手による接合部を有する供試体を対象とした

再現解析を行った．図－15，16に，解析 1段階目（繰り

返し載荷解析）終了後に生じた損傷度の分布を示す．図

中では，生じた損傷度に応じて色分けを行っており，仮

定した損傷度の上限値に達した領域を黒色で示している．

今回の解析では，相当塑性ひずみを変数とする，スカラ

ー損傷変数を用いて累積する損傷度𝐷𝐷の評価を行ってい

ることから，実際の試験で確認されたひび割れの本数や，

ひび割れの進行方向の再現は困難であるが，図中に示す

ように，重ね継手部では該当する殆どの要素が，部材接

合部界面においては中立軸以下のほぼ全ての領域が，仮

定した上限の損傷度𝐷𝐷𝑐𝑐に達していることが確認された．

従って，供試体表面のひび割れだけでは観測できなかっ

た微細な空隙や欠陥が，200 万回の繰り返し載荷終了時

には供試体内部には蓄積していたことが推察され，耐荷

力低下の主要な要因になったと考えられる． 

 

(2) 疲労耐荷力について 

図－17に，解析 2段階目（静的 4点曲げ載荷解析）に

おいて得られた荷重-変位関係を示す．実際の試験では，

荷重が約200kNに達した時点で，継手近傍において側面・

表面割裂による付着割裂破壊が生じ，耐荷力の急激な低

下が確認されたが，今回提案した力学モデルを採用した

場合においても，荷重が約 200kN 付近に達した時点から

耐荷力の低下が確認され，その挙動を定性的に再現する

ことができた．今後の PVA-UFC の疲労特性に関する材

料試験データの蓄積により，最適なパラメータを設定す

ることができれば，より精緻に耐荷力変化のシミュレー

ションが可能であると推察する． 
 
 

5. 結論 

 

 本研究は，超高強度合成繊維補強コンクリート（PVA-
UFC）と超高強度鉄筋 USD590B を用いて製作された 2
種類の供試体を用いた疲労耐荷性確認試験を実施し，さ

らに，疲労試験で確認された繰り返し載荷による耐荷性

能の変化を，累積するスカラー損傷度𝐷𝐷を用いて表現で

きる力学モデルを提案し，連続体損傷力学に基づく有限

要素法を用いて数値シミュレーションを行ったものであ

る．本研究の範囲内で得られた結果は以下の通りである． 
 
(1) PVA-UFCと超高強度鉄筋USD590Bを組み合わせて

作成された 2 種の供試体は，本研究中の荷重範囲に

おける 200 万回の繰り返し載荷試験においては，接

合部の有無の違いにより，たわみと引張側主鉄筋ひ

ずみに若干の差が生じたものの，たわみの急激な増

加や補強筋の塑性は確認されなかった．  
(2) 接合部が無い供試体は，繰り返し載荷 10 万回以降

は，梁表面に生じたひび割れの新たな成長は確認さ

 
図－14 荷重-変位関係 

 

 
 

図－15 解析 1段回目終了時の損傷度分布 

（重ね継手部近傍） 

 

 
 

図－16 解析 1段回目終了時の損傷度分布 

（部材接合部界面） 

 

 
図－17 荷重-変位関係 
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れず，200 万回の繰り返し載荷後に生じたひび割れ

幅も 0.10mm 程度以下であったことから，梁の耐久

性に影響を及ぼすほどのひび割れは認められず，

PVA繊維の架橋効果により，ひび割れの進展が抑制

されていることが確認された． 
(3) 接合部が無い供試体は，繰り返し載荷試験後の静的

残存耐荷力試験において，引張側主鉄筋の塑性荷重

後も耐力は低下せず，コンクリートの圧壊も生じな

かったため，PVA-UFCと超高強度鉄筋USD590B を

組み合わせた RC 梁は高い疲労耐荷性と高い靭性を

両立した優れた性能を有していることが判った． 
(4) 重ね継手による接合部を有する供試体は，道路橋示

方書に準じて，引張側主鉄筋の降伏値を想定応力度

として継手長を設けたが，200 万回の繰り返し載荷

後には，鉄筋の塑性荷重以前に破壊が生じたため，

本試験のように PVA-UFC，USD590B といった超高

強度材料を用いる場合や，高サイクル疲労を想定す

る場合には，安全で合理的な設計を行うため，既往

の継手長算定式に適切な補正を施す必要性があるこ

とが示唆された． 
(5) 本研究で提案した損傷力学モデルを用いることで，

接合部を有する供試体で確認された重ね継手部及び，

部材接合部界面における疲労損傷による著しい耐荷

力の低下を定性的に再現できることが確認された． 
 

 本研究での結果を踏まえ，今後は継手長さや配合繊維

量の違いが疲労耐荷性に与える影響の検討や，変動応力

度を小さくした疲労試験の実施，また，PVA-UFC の疲労

特性の把握や，より精緻な損傷モデルの適用などを検討

したいと考えている． 
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